
公立病院の整備に関する
諸手続きについて

資料３－１

新公立病院改革ガイドライン

経営の
効率化

再編・
ﾈｯﾄﾜｰｸ化

経営形態
の見直し

公立病院改革ｶﾞｲﾄﾞﾗｲﾝの3つの視点

地域医療構想を
踏まえた役割の明確化

公立病院改革と地域医療構想は「地域において必要な医療提供体制の確保を図る」
という目的を共有しており、公立病院改革は地域医療構想に基づく取組と整合的に
行うことが求められている。

当面の診療科等の医療提供内容だけで
はなく、地域医療構想で示す必要病床
数と整合のとれた形で、将来の病床機
能のあり方を示すなど各公立病院の具
体的な将来像を示していくこと

新公立病院改革ｶﾞｲﾄﾞﾗｲﾝで追加された新たな視点

再編･ネットワーク化や経営形態の見直しについても、地域医療構想等の達成
の推進を図る観点等から更なる検討を要請されている。

平成27年3月31日総財準第59号
総務省自治財政局長通知



公立病院の施設整備の位置づけ

【公立病院に対する財政措置】
（総務省）

公立病院の新築、建替及び増
改築事業並びにこれに伴う実施
設計及び医療機器の整備に係る
病院事業債の元利償還金の一部
（通常整備：25%、再編･ネット
ワーク化に伴う整備：40%）に
ついて地方交付税措置を受ける
ことができる。

【地域医療構想の実現プロセス】
（厚生労働省）

地域医療構想調整会議におい
ては、救急医療や小児、周産期
医療等の政策医療を担う中心的
な医療機関から将来の方向性を
共有し、地域において担う役割
を明確化することが求められて
いる。

公立病院が新設･建替等によって実現しようとしている機能･役割分担
等が、地域医療構想や地域医療構想調整会議で出される地域の意見と
整合性が図られているかを確認した上で、国が財政措置の適否を最終
判断する。

公立病院の整備に係る手続きの流れ（イメージ）

地域医療構想との整合性の確認

地域医療構想調整会議における意見聴取

総務省に対する報告等

市や病院に対するヒアリングや地域の意見を踏まえて、
整備計画の内容と地域医療構想の整合性等について確認・検討する

病院の整備計画に対する地域の意見を聴取する

県で行った確認・検討の結果について、総務省に対して報告し、
総務省では、当該整備計画に対する財政措置の適否について判断する

これらの手続きを
基本設計に着手する
前年度までに完了する

必要がある

【補足事項】
• 過剰機能への転換等を伴う場合は、転換理由の精査や調整会議での協議が整うこと等
が求められる。

• 地方交付税措置とは別に、地域医療介護総合確保基金を活用した補助等を行う場合は、
県における補助要件の審査のほかに、地域医療構想の実現に寄与するかどうか等につ
いて、別途厚生労働省における確認等を経て実施することになる。
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公立病院改革の推進について（通知） 

 

  

病院事業を設置している地方公共団体においては、「公立病院改革ガイドライン」（平成 19

年 12 月 24 日付け自治財政局長通知）を踏まえ、公立病院改革プランを策定し、病院事業経

営の改革に総合的に取り組んでいただいているところですが、今般、新たな公立病院改革ガ

イドラインを別添のとおり策定いたしましたので、来年度以降の公立病院改革について、本ガ

イドラインを踏まえ、取り組んでいただくようお願いします。 

 各都道府県知事におかれては、貴都道府県内の市区町村に対しても、この旨を周知してい

ただくとともに、適切な御助言をお願いします。 

また、地域の元気創造プラットフォームにおける調査・照会システムを通じて、各市町村に対

して、本通知についての情報提供を行っていることを申し添えます。 

c.hshnm
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新公立病院改革ガイドライン 

第１ 更なる公立病院改革の必要性 

１ 公立病院改革の現状 

公立病院は、地域における基幹的な公的医療機関として、地域医療の確保のため

重要な役割を果たしているが、多くの公立病院において、経営状況の悪化や医師不

足等のために、医療提供体制の維持が極めて厳しい状況になっていたことから、平成

19 年 12 月 24 日付けで「公立病院改革ガイドライン」（以下「前ガイドライン」という。）を

策定し、病院事業を設置する地方公共団体に対し、公立病院改革プランの策定を要

請したところであり、これを踏まえ、それぞれの地方公共団体において病院事業の経

営改革に取り組んでいるところである。 

公立病院改革プランに基づくこれまでの取組みの結果については、総務省におい

て毎年度実施状況を調査し公表してきたが、再編・ネットワーク化や経営形態の見直

しに取り組む病院が大幅に増加するとともに、経常損益が黒字である病院の割合が、

公立病院改革プラン策定前の約３割から約５割にまで改善するなど一定の成果を上

げているところである（資料１）。 

しかしながら、依然として、医師不足等の厳しい環境が続いており、持続可能な経

営を確保しきれていない病院も多い。また、人口減少や少子高齢化が急速に進展す

る中で、医療需要が大きく変化することが見込まれており、地域ごとに適切な医療提

供体制の再構築に取り組んでいくことがますます必要になっている。このため、引き続

き、経営効率化、再編・ネットワーク化、経営形態の見直しとの視点に立った改革を継

続し、地域における良質な医療を確保していく必要がある。

２ 医療制度改革の推進

国においては、「持続可能な社会保障制度の確立を図るための改革の推進に関す

る法律」（平成 25 年法律第 112 号）に基づく措置として、都道府県による地域の将来の

医療提供体制に関する構想（以下「地域医療構想」という。）の策定、医療従事者の確

保・勤務環境の改善、消費税増収分を活用した基金（以下「地域医療介護総合確保基

金」という。）の設置等を内容とする「地域における医療及び介護の総合的な確保を推

進するための関係法律の整備等に関する法律」（平成 26 年法律第 83 号。以下「医療

介護総合確保推進法」という。）が、平成 26 年６月 25 日に公布され、順次施行されて

いるところである。 

今後の公立病院の改革のあり方は、こうした医療制度改革と密接な関連があり、連

携を十分にとって進めていく必要がある。 
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３ 公立病院改革の基本的な考え方 

今後の公立病院改革の目指すところは、前ガイドラインと大きく変わるものではな

い。すなわち、公立病院改革の究極の目的は、公・民の適切な役割分担の下、地域に

おいて必要な医療提供体制の確保を図り、その中で公立病院が安定した経営の下で

へき地医療・不採算医療や高度・先進医療等を提供する重要な役割を継続的に担っ

ていくことができるようにすることにある。 

このため、医師をはじめとする必要な医療スタッフを適切に配置できるよう必要な医

療機能を備えた体制を整備するとともに、経営の効率化を図り、持続可能な病院経営

を目指すものとする。 

国においても、医師不足の課題について、医師確保支援等を行う地域医療支援セ

ンターの機能を法律上位置付けるとともに、地域医療介護総合確保基金を都道府県

に設置し、医療従事者の勤務環境改善に取り組む等、引き続き各般の措置を総合的

に講じていく。 

一方、医療法（昭和 23 年法律第 205 号）に基づき、今後、都道府県が、地域医療構

想を策定することとなる。これは、公立病院・民間病院を含めた各地域の医療提供体

制の将来の目指すべき姿を示すものであり、これを実現するための各種措置が法律

に定められている。 

公立病院改革と地域医療構想は、地域において必要な医療提供体制の確保を図

るとの目的は共通しており、その検討も重なり合うこととなる。 

したがって、今後の公立病院改革は、医療法に基づく地域医療構想の検討及びこ

れに基づく取組と整合的に行われる必要がある。 

 

第２ 地方公共団体における新公立病院改革プランの策定 

病院事業を設置する地方公共団体は、下記により新公立病院改革プラン（以下「新改

革プラン」という。）を策定し、病院機能の見直しや病院事業経営の改革に総合的に取り

組むものとする。 

公立病院を巡る状況は、その立地条件や医療機能などにより様々であり、改革に係

るプランの内容は一律のものとはなり得ないことから、各々の地域と公立病院が置かれ

た実情を踏まえつつ、本ガイドラインを参考に新改革プランを策定し、これを着実に実施

することが期待される。 

また、関係地方公共団体において、前ガイドラインによる公立病院改革プランに基づ

き、再編・ネットワーク化や経営形態の見直しに取り組んでいる場合であっても、現在の

取組状況や成果を検証するとともに、地域医療構想の達成の推進を図る観点も踏まえ

つつ、更なる見直しの必要性について検討すべきであることから、新改革プランを策定

するものとする。 

既に、自主的に前ガイドラインによる公立病院改革プランの改定を行っている場合又

は地方独立行政法人が地方独立行政法人法（平成 15 年法律第 118 号）に基づき中期

計画を策定している場合には、本ガイドラインにおいて要請している事項のうち不足して

いる部分を追加又は別途策定することで足りるものである。 
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なお、「公営企業の経営に当たっての留意事項について」（平成 26 年８月 29 日付け総

務省自治財政局公営企業課長、公営企業経営室長、準公営企業室長通知）に基づく経

営戦略の策定の要請については、病院事業にあっては新改革プランの策定をもって経

営戦略の策定と取り扱うものとする。 

 

１ 新改革プランの策定時期 

新改革プランは、都道府県が策定する地域医療構想の策定状況を踏まえつつ、で

きる限り早期に策定することとし、平成 27 年度又は平成 28 年度中に策定するものと

する。 

なお、新改革プランは、地域医療構想と整合的であることが求められているもので

あるが、仮に、新改革プラン策定後に、地域医療構想の達成を推進するために行う関

係者との協議の場（以下「地域医療構想調整会議」という。）の合意事項と齟齬が生じ

た場合には、速やかに新改革プランを修正すべきである。 

また、早期に改革を進める観点から、地域医療構想における当該公立病院の病床

機能等の方向性が明らかである場合、地域医療構想に先行して新改革プランを策定

することも可能であるが、この場合にも、地域医療構想や地域医療構想調整会議の

合意事項と齟齬が生じた場合には、速やかに新改革プランを修正すべきである。 

 

２ 新改革プランの対象期間 

新改革プランは、策定年度あるいはその次年度から平成 32 年度までの期間を対象

として策定することを標準とする。 

 

３ 新改革プランの内容 

都道府県が策定する地域医療構想は、各地域の医療提供体制の将来の目指すべ

き姿を明らかにするものであることから、各公立病院の果たすべき役割は、この地域

医療構想を踏まえたものでなければならない。 

したがって、今般の公立病院改革は、これまでの「経営効率化」、「再編・ネットワー

ク化」、「経営形態の見直し」に、「地域医療構想を踏まえた役割の明確化」を加えた４

つの視点に立って改革を進めることが必要であり、関係地方公共団体が策定する新

改革プランには、この視点に沿って、おおむね次の各事項を記載するものとする。 

 

   (1) 地域医療構想を踏まえた役割の明確化 

公立病院に期待される主な機能を具体的に例示すれば、①山間へき地・離島な

ど民間医療機関の立地が困難な過疎地等における一般医療の提供、②救急・小

児・周産期・災害・精神などの不採算・特殊部門に関わる医療の提供、③県立がん

センター、県立循環器病センター等地域の民間医療機関では限界のある高度・先

進医療の提供、④研修の実施等を含む広域的な医師派遣の拠点としての機能など

が挙げられる。 

前ガイドラインにおいても、改革を通じて、自らの公立病院の果たすべき役割を見
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直し、改めて明確化するべきことが強調されていたが、今般の公立病院改革は、民

間病院を対象に含めた地域医療構想の実現に向けた取組と並行して行われるもの

であることから、必然的に、公立病院の役割を従来にも増して精査することとなる。 

また、公立病院の中でも、他の病院が複数立地する人口密集地に所在し、機能

分担が課題となっている場合もあれば、人口が少ない中山間地に所在し、当該公立

病院が唯一又は中心的な機能を有しており、救急医療の維持や医師確保が課題と

なっている場合もある。さらに、基幹病院へのアクセス等により、二次医療圏や県域

を越えて患者の流出入が生じている場合もあるなど、公立病院の置かれている状

況は様々である。 

したがって、立地条件や求められる医療機能の違いを踏まえつつ、以下の点を明

確にすべきである。 

 

    ① 地域医療構想を踏まえた当該病院の果たすべき役割 

都道府県が策定する地域医療構想においては、構想区域（医療法に基づき都

道府県が二次医療圏を原則として設定）における病床の機能区分ごとの将来の

病床数の必要量等が示され、これに基づき、地域の医療提供体制の目指すべき

姿が明らかにされる。 

当該公立病院は、都道府県が策定する地域医療構想を踏まえて、地域の医療

提供体制において果たすべき役割を明確にすることが必要である。 

また、その際には、当面の診療科目等の医療提供内容だけでなく、構想区域に

おける病床の機能区分ごとの将来の病床数の必要量等が示される地域医療構

想と整合性のとれた形で、当該公立病院の将来の病床機能のあり方を示すなど

の具体的な将来像が示されていなければならない。 

なお、地域医療構想における推計年は平成 37 年（2025 年）であることから、当

該公立病院の具体的な将来像とは平成 37 年（2025 年）における将来像をいうも

のであり、それに至る途中段階としての新改革プランに基づく取組はこの将来像

の実現に資するものとする必要がある。 

 

② 地域包括ケアシステムの構築に向けて果たすべき役割 

医療介護総合確保推進法においては、地域包括ケアシステムの構築を目的の

一つに掲げており、地域医療構想の中でも将来の在宅医療の必要量を示すこと

としているなど、医療と介護が総合的に確保されることを求めている。 

特に、中小規模の公立病院にあっては、介護保険事業との整合性を確保しつ

つ、例えば、在宅医療に関する当該公立病院の役割を示す、住民の健康づくりの

強化に当たっての具体的な機能を示すなど、地域包括ケアシステムの構築に向

けて果たすべき役割を明らかにすべきである。 

加えて、大規模病院等にあっては、緊急時における後方病床の確保や人材育

成など病院の特性に応じて果たすべき役割についても積極的に明らかにすること

が望ましい。 
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③ 一般会計負担の考え方 

公立病院は、地方公営企業として運営される以上、独立採算を原則とすべきも

のである。一方、地方公営企業法上、一定の経費については、一般会計等にお

いて負担するものとされている。したがって、新改革プランの前提として、当該公

立病院が地域医療の確保のため果たすべき役割を明らかにした上で、これに対

応して一般会計が負担すべき経費の範囲についての考え方及び一般会計等負

担金の算定基準（繰出基準）を記載する。 
 

    ④ 医療機能等指標に係る数値目標の設定 
当該公立病院が、その果たすべき役割に沿った医療機能を十分に発揮してい

るかを検証する観点から、以下の例示を踏まえ適切な医療機能等指標につい

て、数値目標を設定する。 

1) 医療機能・医療品質に係るもの 

救急患者数、手術件数、臨床研修医の受入件数、医師派遣等件数、紹介

率・逆紹介率、訪問診療・看護件数、在宅復帰率、リハビリ件数、分娩件数、

クリニカルパス件数 など 

2) その他 

患者満足度、健康・医療相談件数 など 

 

⑤ 住民の理解 

当該病院が担う医療機能を見直す場合には、これを住民がしっかりと理解し納

得しなければならない。多くの地域においては、各々の病院があらゆる機能を持

とうとしても、医療スタッフを確保できないばかりか、適切な勤務環境を確保でき

ず、結果的に地域全体として適切な医療を提供できないことを理解し合う必要が

あり、そのための取組が求められる。 
 

(2) 経営の効率化 
① 経営指標に係る数値目標の設定 

経営の効率化は、地域の医療提供体制を確保し、良質な医療を継続的に提供

していくためには、避けて通れないものであり、医薬品費、医療材料費等の経費

節減や医療の質の向上等による収入確保に積極的に取り組むことが重要であ

る。 

このため、経営指標について、資料２及び資料３に掲げる全国の公立病院、民

間病院等の状況も参考にしつつ、原則として、個々の病院単位を基本として新改

革プラン対象期間末時点における数値目標を定める。この場合、経常収支比率

及び医業収支比率については、必ず数値目標を設定するとともに、自らの経営上

の課題を十分に分析し、以下の例示も踏まえ、課題解決の手段としてふさわしい

数値目標を定めることとする。 
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なお、指定管理者制度導入団体にあっては、指定管理者への財政支出の水準

や、指定管理者から関係地方公共団体に提出された運営計画等をもって、数値

目標や具体的取組に代えることも可能である。 

1) 収支改善に係るもの 

経常収支比率、医業収支比率、修正医業収支比率、不良債務比率、資金不

足比率、累積欠損金比率 など 

2) 経費削減に係るもの 

材料費・薬品費・委託費・職員給与費・減価償却費などの対医業収益比率、

医薬材料費の一括購入による○％削減、100 床当たり職員数、後発医薬品

の使用割合 など 

3) 収入確保に係るもの 

１日当たり入院・外来患者数、入院・外来患者１人１日当たり診療収入、医師

（看護師）１人当たり入院・外来診療収入、病床利用率、平均在院日数、ＤＰＣ

機能評価係数など診療報酬に関する指標 など 

4) 経営の安定性に係るもの 

医師数、純資産の額、現金保有残高、企業債残高 など 

 

② 経常収支比率に係る目標設定の考え方 

公立病院が、地域の医療提供体制の中で、適切に役割を果たし良質な医療を

提供していくためには、一般会計から所定の繰出が行われれば「経常黒字」とな

る水準を早期に達成し、これを維持することにより、持続可能な経営を実現する

必要がある。 

このため新改革プランにおいては、公立病院が担っている不採算医療等を提

供する役割を確保しつつ、対象期間中に経常黒字（すなわち経常収支比率が

100％以上）化する数値目標を定めるべきであり、仮にそれが著しく困難な場合に

は、経常黒字化を目指す時期及びその道筋を明らかにするものとする。なお、そ

の際以下の点に留意する。 

1) 一つの経営主体が複数の病院を持ち、その複数の病院が基幹病院とサテラ

イト病院のように機能を補完しながら一体的に運営していると認められる場合

には、複数の病院を合わせて経常黒字化の数値目標をつくることができること

とする。 

2) 平成 26 年度から適用された新会計基準により過去分の退職給付引当金を

複数年で経常費用に計上することにより経営に与える影響が一時的に著しく大

きくなる場合は、経過的な取扱いとして、注記した上で過去分の退職給付引当

金を除いて経常黒字化の数値目標をつくることができることとする。 

 

③ 目標達成に向けた具体的な取組 

数値目標の達成に向けて、民間的経営手法の導入、事業規模・事業形態の見

直し、経費削減・抑制対策、収入増加・確保対策などについて、具体的にどのよう
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な取組をどの時期に行うこととするかを明記する。参考までに、前ガイドラインに

基づく取組例は資料４のとおりである。 
また、経営の効率化に当たっては、特に以下の点に留意すべきである。 

1) 医師等の人材の確保・育成 

地域医療支援センターや地域医療介護総合確保基金等を通じた取組とも連

携しつつ、職員採用の柔軟化、勤務環境の整備、研修機能の充実など、医師

等の医療スタッフを確保するための取組を強化すべきである。 

また、地域に関心を持つ医師を増やす観点から中小規模の病院も積極的に

研修医・医学生等の研修受入れに取り組むことが重要である。大規模病院にお

いては、中小病院等への医師派遣や人材育成に関する連携・支援を行うことが

重要である。 

2） 経営感覚に富む人材の登用及び事務職員の人材開発の強化 

病院事業の経営改革に強い意識を持ち、経営感覚に富む人材を幹部職員に

登用（外部からの登用も含む。）すべきである。 

また、医療経営の専門性の高まり、医療を巡る環境の急激な変化等を踏ま

えると、事務職員の人材開発が急務である。このため、外部人材の活用、プロ

パー専門職員の採用、人事管理の中で専門的なスキルをもった職員を計画的

に育成する仕組みの構築等の対策を講じることが重要である。 

3） 民間病院との比較 

平成 26 年度から公立病院の会計について新会計基準に移行していることか

ら、民間病院との比較が容易になる。 

民間病院の経営状況に係る統計も参考にしながら、できる限り類似の機能を

果たしている民間病院との経営比較を行い、当該公立病院の果たす役割を踏

まえつつ、民間病院並みの効率化を目指して取り組むべきである。 

4) 施設・設備整備費の抑制等 

公立病院については減価償却費が大きい傾向があることが指摘されている

ことから、前ガイドラインに基づき建築単価の抑制を図ってきたところであり、一

定の成果が見られる。 

新設・建替等に当たっては、公立病院として果たすべき役割を踏まえ必要な

機能を確保しつつ、引き続き建築単価の抑制を図るとともに、近年の建設費上

昇の動向を踏まえた整備時期の検討、民間病院・公的病院の状況も踏まえた

整備面積の精査等により整備費の抑制に取り組むべきである。 

また、病院施設・設備の整備に際しては、整備費のみならず供用開始後の維

持管理費の抑制を図ることも重要であり、こうした観点から民間事業者のノウハ

ウの活用を図る手法の一つとしてＰＦＩ方式がある。しかしながら、同方式は契

約期間が極めて長期に及ぶことが一般的であり、同方式の採用を検討する場

合には、契約期間中の事業環境の変化に対応したリスクの発生に備え、あらか

じめ公・民間で適切なリスク負担のルールを定める等、相当程度慎重な準備と

調整を重ねることが求められる。 
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5) 病床利用率が特に低水準である病院における取組 

前ガイドラインにおいては、一般病床及び療養病床の病床利用率がおおむ

ね過去３年間連続して 70％未満の病院については、抜本的な見直しを行うこと

が適当であるとしていたが、病床数の削減、診療所化等に取り組んだ病院も多

いものの、依然として３年間連続して 70％未満の病院が相当数ある。 

これらの病院にあっては、新改革プランにおいて、地域の医療提供体制を確

保しつつ、病床数の削減、診療所化、再編・ネットワーク化、経営形態の見直し

など、再度抜本的な見直しを検討すべきである。 

 

④ 新改革プラン対象期間中の各年度の収支計画等 

上記取組の実施を前提として、新改革プラン対象期間中の各年度の収支計画

及び各年度における目標数値の見通し等を掲げるものとする。 

なお、収支計画は、診療報酬の改定等の経営環境の変化により影響を受ける

ため、新改革プラン策定後においても、こうした状況変化を踏まえ必要な見直しを

行うことが適当である。 

 

(3) 再編・ネットワーク化 

    ① 再編・ネットワーク化に係る計画の明記 

新改革プランにおいては、都道府県と十分連携しつつ、二次医療圏又は構想

区域等の単位で予定される公立病院等の再編・ネットワーク化の概要と当該公立

病院が講じるべき具体的な措置について、その実施予定時期を含めて、記載す

る。その際、都道府県の策定する地域医療構想との整合を図るものとする。 

なお、前ガイドラインによる公立病院改革プランに基づき、既に再編・ネットワー

ク化に取り組んでいる場合には、現在の取組状況や成果を検証するとともに、地

域医療構想の達成の推進を図る観点等から、更なる見直しの必要性について検

討する。 

 

② 取組病院の更なる拡大 

前ガイドラインに基づき、現時点で実施中又は実現した再編・ネットワーク化の

事例は資料５のとおりである。今後、これまでの取組事例も参考にしつつ、地域の

医療提供体制の確保を図るとの観点から、再編・ネットワーク化の取組を進めて

いく必要がある。 

また、少なくとも以下の公立病院については、今般の新改革プランの策定のタ

イミングを捉え、再編・ネットワーク化の必要性について十分な検討を行うべきで

ある。 

1) 施設の新設・建替等を行う予定の公立病院 

2) 病床利用率が特に低水準である公立病院（過去３年間連続して 70％未満） 

3) 地域医療構想等を踏まえ医療機能の見直しを検討することが必要である公

立病院 
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③ 再編・ネットワーク化に係る留意事項 

以上のほか、再編・ネットワーク化に係る計画の策定に当たって特に留意すべ

き点は以下のとおりである。 
1) 二次医療圏等の単位での経営主体の統合の推進 

二次医療圏や構想区域内の公立病院間の連携を強化し、ネットワーク化の

実を上げるためには、これらの公立病院の経営主体を統合し、統一的な経営判

断の下、医療資源の適正配分を図ることが望ましい。したがって、再編・ネット

ワーク化に係る計画には、例えば①関係地方公共団体が共同して新たな経営

主体として地方独立行政法人（非公務員型）を設立し、当該法人の下に関係病

院・診療所等を経営統合する、②関係地方公共団体が共同して関係病院・診

療所の指定管理者として同一の医療法人や公的病院を運営する法人等を指定

し、当該法人の下に一体的経営を図る等の方策を盛り込むことが期待される。 

なお、一部事務組合方式による場合には、構成団体間の意見集約と事業体

としての意思決定を迅速・的確に行うための体制を整備する必要がある。 

2) 医師派遣等に係る拠点機能を有する病院整備 

再編・ネットワーク化に係る計画策定に際しては、医師確保対策に資する観

点から、基幹病院にその他の病院・診療所に対する医師派遣等の拠点機能が

整備されるよう、特に留意すべきである。この場合、地域医療に貢献する大学

等との連携が図られることが望ましい。また、必要な場合、１）に掲げる二次医

療圏等の単位での経営統合に留まらず、医師派遣体制の整備の観点に立っ

て、さらに、広域での経営主体の統合も検討の対象とすることも考えられる。 

3) 病院機能の再編成（公的病院、民間病院等との再編を含む） 

地域医療構想は、公立病院だけでなく、公的病院、民間病院を含め、地域の

医療提供体制の目指すべき姿を示すものである。したがって、地域医療構想を

踏まえて当該公立病院の役割を検討した結果、公的病院、民間病院等との再

編が必要になるケースも生じてくると考えられる。 

例えば、同一地域に複数の公立病院や国立病院、公的病院等、さらには民

間病院が併存し、相互の機能の重複、競合がある場合には、地域医療構想や

地域医療構想調整会議等も活用しつつ、他の医療機関との統合・再編や事業

譲渡等にも踏み込んだ改革案についても検討の対象とすべきである。 

また、病院機能の適切な再編成に取り組むとともに、ＩＣＴを活用した医療等

の情報連携を行うなど、効果的な医療提供の連携体制の構築に配慮すること

が適当である。 

 

(4) 経営形態の見直し 
① 経営形態の見直しに係る計画の明記 

新改革プランにおいては、民間的経営手法の導入等の観点から行おうとする

経営形態の見直しについて、新経営形態への移行計画の概要（移行スケジュー
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ルを含む。）を記載する。 

なお、前ガイドラインによる公立病院改革プランに基づき、既に経営形態の見

直しに取り組んでいる場合には、現在の取組状況や成果を検証するとともに、更

なる見直しの必要性について検討する。 

 

② 経営形態の見直しに係る選択肢と留意事項 

経営形態の見直しに関し、考えられる選択肢並びにその利点及び課題などの

留意事項は次のとおりである。なお、前ガイドラインに基づき経営形態の見直しを

行った公立病院の経営状況は資料６のとおりである。 

1) 地方公営企業法の全部適用 

地方公営企業法（昭和 27 年法律第 292 号）の全部適用は、同法第２条第３

項の規定により、病院事業に対し、財務規定等のみならず、同法の規定の全部

を適用するものである。これにより、事業管理者に対し、人事・予算等に係る権

限が付与され、より自律的な経営が可能となることが期待されるものである。 

ただし、地方公営企業法の全部適用については、比較的取り組みやすい反

面、経営の自由度拡大の範囲は、地方独立行政法人化に比べて限定的であ

り、また、制度運用上、事業管理者の実質的な権限と責任の明確化を図らなけ

れば、民間的経営手法の導入が不徹底に終わる可能性がある。 

このため、同法の全部適用によって所期の効果が達成されない場合には、

地方独立行政法人化など、更なる経営形態の見直しに向け直ちに取り組むこと

が適当である。 

2) 地方独立行政法人化（非公務員型） 

非公務員型の地方独立行政法人化は、地方独立行政法人法の規定に基づ

き、地方独立行政法人を設立し、経営を譲渡するものである。地方公共団体と

別の法人格を有する経営主体に経営が委ねられることにより、地方公共団体

が直営で事業を実施する場合に比べ、例えば予算・財務・契約、職員定数・人

事などの面でより自律的・弾力的な経営が可能となり、権限と責任の明確化に

資することが期待される。ただし、この場合、設立団体からの職員派遣は段階

的に縮減を図る等、実質的な自律性の確保に配慮することが適当である。 

また、これまで実際に地方独立行政法人化した病院において、人事面・財務

面での自律性が向上し、経営上の効果を上げているケースが多いことにも留意

すべきである（資料６）。 

なお、現在一部事務組合方式により設置されている病院で、構成団体間の

意見集約と事業体としての意思決定の迅速・的確性の確保に課題を有している

場合にも、地方独立行政法人方式への移行について積極的に検討すべきであ

る。 
3) 指定管理者制度の導入 

指定管理者制度は、地方自治法（昭和 22 年法律第 67 号）第 244 条の２第３

項の規定により、法人その他の団体であって当該普通地方公共団体が指定す
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るものに、公の施設の管理を行わせる制度であり、民間の医療法人等（日本赤

十字社等の公的医療機関、大学病院、社会医療法人等を含む。）を指定管理

者として指定することで、民間的な経営手法の導入が期待されるものである。 

本制度の導入が所期の効果を上げるためには、①適切な指定管理者の選

定に特に配意すること、②提供されるべき医療の内容、委託料の水準等、指定

管理者に係わる諸条件について事前に十分に協議し相互に確認しておくこと、

③病院施設の適正な管理が確保されるよう、地方公共団体においても事業報

告書の徴取、実地の調査等を通じて、管理の実態を把握し、必要な指示を行う

こと等が求められる。 

4) 民間譲渡 

地域の医療事情から見て公立病院を民間の医療法人等に譲渡し、その経営

に委ねることが望ましい地域にあっては、これを検討の対象とすべきである。た

だし、公立病院が担っている医療は採算確保に困難性を伴うものを含むのが

一般的であり、こうした医療の提供が引き続き必要な場合には、民間譲渡に当

たり相当期間の医療提供の継続を求めるなど、地域医療の確保の面から譲渡

条件等について譲渡先との十分な協議が必要である。 

5) 事業形態の見直し 

地域医療構想においては、構想区域における医療需要や病床の機能区分ご

との将来の病床数の必要量が示されることになる。これに加え、介護・福祉サ

ービスの需要動向を十分検証することにより、必要な場合、診療所、老人保健

施設など病院事業からの転換を図ることも含め事業形態自体も幅広く見直しの

対象とすべきである。 

 
第３ 都道府県の役割・責任の強化 

１ 地域医療構想の策定等を通じた取組 
都道府県は、医療法に基づき、地域医療構想の策定及びこれを実現するための措

置（地域医療構想調整会議の設置、協議が調わない場合の要請・指示・命令等、基金

による財政支援等）を講じることとなるものであり、地域の医療提供体制の確保につい

てこれまで以上の責任を有することとなる。 

地域医療構想の策定と実現に向けた取組の中で、管内の公立病院の役割や再編・

ネットワーク化のあり方が決まってくるケースが多くなると考えられることから、都道府

県は、自らの公立病院に係る新改革プランとは別に、病院事業設置団体の新改革プ

ランの策定についても、市町村担当部局と医療担当部局とが連携し、適切に助言すべ

きである。 

特に、再編･ネットワーク化の取組については、複数の市町村が関係する再編や、

公的病院、民間病院等との再編も考えられることから、公立病院を設置する市町村等

が再編・ネットワーク化に係る計画を策定する際には、都道府県においても、積極的に

参画すべきである。 
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２ 管内公立病院の施設の新設・建替等を行う場合の検討 

これまでも、都道府県は管内市町村の病院施設の新設・建替等に当たっては、公

営企業債の協議等を通じて収支見通し等について助言を行ってきた。 

しかし、一旦、病院施設の建替等が行われれば、その後の医療需要等の経営環境

の変化や病院機能の見直しに柔軟に対応することが困難になるケースも想定される

ことから、これまで以上に収支状況の点検を行うことに加え、地域の医療提供体制の

あり方の観点からも、しっかりとした検討を行うことが求められている。 

そこで、上記１のとおり都道府県が地域の医療提供体制に大きな役割・責任を持つ

こととなったことを踏まえ、自らが設置する病院施設に加え、管内市町村の病院施設

の新設・建替等に当たっては、都道府県が医療計画（地域医療構想を含む）の達成の

推進及び病院経営等に関する助言の観点から、当該公立病院の機能・役割分担、統

合・再編のあり方、適切な規模、医師確保の方策、収支見通し等について十分に検討

すべきである。また、その際、都道府県は、市町村担当部局と医療担当部局とが一体

となって検討を行うべきである。 

 

第４ 新改革プランの実施状況の点検・評価・公表 
  １ 地方公共団体における点検・評価・公表 

関係地方公共団体は、当ガイドラインを踏まえ策定した新改革プランを住民に対し

て速やかに公表するとともに、その実施状況をおおむね年１回以上点検・評価を行う

こととし、評価の過程においては、例えば有識者や地域住民等の参加を得て設置した

委員会等に諮問するなどにより、評価の客観性を確保する必要がある。 

この場合、この委員会等においては単に財務内容の改善に係る数値目標の達成状

況のみならず、例えば、当該病院の医師、看護師等の参加を求めて、公立病院として

期待される医療機能の発揮の状況等についても併せて評価、検証することが望まし

い。 

 

  ２ 積極的な情報開示 

関係地方公共団体は、前項の点検・評価・公表に際し、立地条件や病床規模が類

似した他の公立病院や民間病院等における状況等を併せて明らかにするなど、当該

公立病院の現状について住民が理解・評価しやすいよう、積極的な情報開示に努め

るものとする。また、前項の有識者等による委員会等の審議状況などについても報道

機関に積極的に公開するなど、住民の関心をできる限り高める工夫を凝らすことが必

要である。 
 
  ３ 新改革プランの改定 

関係地方公共団体は、前項の点検・評価等の結果、新改革プランに掲げた数値目

標の達成が著しく困難である場合には、抜本的な見直しを含め新改革プランの改定を

行うことが適当である。 
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  ４ 総務省における取組 
総務省は関係地方公共団体の協力を得て、新改革プランの策定状況及び実施状

況をおおむね年１回以上全国調査し、その結果を公表する。 
 
第５ 財政措置等 

総務省は公立病院改革が円滑に進められるよう、改革の実施に伴い必要となる経費

について財政上の支援措置を講じるとともに、公立病院に関する既存の地方財政措置

について所要の見直しを行う観点から、次の措置を講じることとする。 
 

１ 公立病院改革に対する措置 
新改革プランに基づく取組を実施することに伴い必要となる次の経費（原則として平

成 27 年度から平成 32 年度までの間に生じるものを対象とする）について、財政上の

措置を講じることとする。 

 

   (1) 新改革プランの策定に要する経費 

平成 27 年度及び平成 28 年度における新改革プランの策定及びその後の実施状

況の点検・評価等に要する経費を地方交付税により措置する。 

 

   (2) 再編・ネットワーク化に伴う施設・設備の整備等に要する経費 

公立病院の再編・ネットワーク化に係る施設・設備の整備について、病院事業債

（特別分）を充当することとし、その元利償還金に対する普通交付税による措置を拡

充する。 

なお、前ガイドラインに基づく一般会計出資債の対象となる事業等の継続分につ

いては従前の例によるが、要件に該当する場合には新たな財政措置に移行するこ

とも可能とする。 

 

(3) 再編・ネットワーク化や経営形態の見直し等に伴う精算等に要する経費 
① 新たな経営主体の設立等に際しての出資に要する経費 

再編・ネットワーク化に伴う新たな経営主体の設立等に際し、病院の経営基盤

を強化し健全な経営を確保するために行う出資（不良債務額を限度とする。）につ

いて、病院事業債（一般会計出資債）を措置する。 

また、再編・ネットワーク化等に伴い、公立病院廃止等を行う場合の財政措置

のあり方について、今後の各地方公共団体の取組内容等を踏まえ検討する。 

 

② 施設の除却等経費 

医療提供体制の見直しに伴い不要となる病院等の施設の除却等に要する経

費に対する一般会計からの繰出金の一部を特別交付税により措置する。 
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③ 他用途への転用に伴う経費 

病院施設の他用途への転用に際しては、既往地方債の繰上償還措置が必要

な場合に借換債を措置するとともに、経過年数が 10 年以上の施設等の財産処分

である場合には従来の元利償還金に対する普通交付税措置を継続する。 

 

④ 退職手当の支給に要する経費 

指定管理者制度の導入等に際し必要となる退職手当の支給に要する経費につ

いて、必要に応じて退職手当債による措置の対象とする。 

 

(4) 許可病床削減時の普通交付税算定の特例 

普通交付税の算定基礎を許可病床数から稼働病床数に変更する（下記２ (2)参

照）ことに伴い、削減許可病床数を有するものとして算定する既存の措置を見直し、

地域の医療提供体制の見直しを推進する観点から、許可病床の削減数に応じた５

年間の加算措置を講じる（平成 28 年度から実施）。 

 

  ２ 公立病院に関する既存の地方財政措置の見直し 

公立病院に関する既存の地方財政措置について次のとおり見直しを行うこととす

る。 

 

(1) 施設の新設・建替等を行う場合の地方交付税措置の見直し 

公立病院施設の新設・建替等（医療機器整備を含む）に係る病院事業債に関して

は、地域の医療提供体制に大きな役割・責任を持つ都道府県が、同意等に際して

収支見通し等について十分検討を行うとともに、当該公立病院に係る機能・役割分

担等の地域医療構想との整合性についても十分に検討を行い、適当と認められる

ものに地方交付税措置を行う。 

 

(2) 病床数に応じた地方交付税算定の見直し 

公立病院の病床数に応じた地方交付税措置については、算定の公平性の確保、

稼働病床数の把握が可能となったこと等を踏まえ、算定の基礎となる病床数を許可

病床数から稼働病床数に変更する。その際、措置額の減少を緩和する方策を講じ

る。 

 

(3) 公立病院に関する地方財政措置の重点化 

① 病院施設の整備費に係る措置 

病院建物の建築単価が一定水準を上回る部分を普通交付税措置対象となる

病院事業債の対象から除外する制度を継続するとともに、当面、全国的な建築単

価の急激な上昇を反映するため措置対象となる単価を引き上げる。 
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② 不採算地区病院に対する措置 

不採算地区病院の第２種の対象病院について、その適正化を図るため、人口

集中地区以外に所在する公立病院から、周辺人口が少ない地域に立地する公立

病院に見直す。 

 

③ 公立病院に対する特別交付税措置の重点化 

財政措置の重点化を図る見地から、公立病院に対する特別交付税措置につい

て、病床数等に単価を乗じて算定する方式から、これと一般会計からの繰出額等

とを比較する方式への見直しを検討する。 

 

(4) 公的病院等に対する措置 

公的病院等の運営費に対する地方公共団体の助成については、公立病院に準

じた特別交付税による措置を継続する。 
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